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はじめに 
 
１ 計画策定の趣旨 
  ⻑野県は、昭和 55 年（1980 年）に「第１次⻑野県婦⼈⾏動計画」を策定し、以降第４

次計画にわたって、女性の地位と福祉の向上に向け取組を進めてきました。 
平成 11 年（1999 年）に、「男女共同参画社会基本法」が公布されたことをうけ、平成 13

年（2001 年）に、第１次⻑野県男女共同参画計画「パートナーシップながの 21」を策定し
ました。 

平成 14 年（2002 年）には、議員提案による「⻑野県男女共同参画社会づくり条例」（以
下「条例」という。）が制定され、男女共同参画社会づくりに関する基本理念、県・県⺠・
事業者の責務を明らかにするとともに、施策の基本となる事項が定められました。 

以来、概ね５年ごとに男女共同参画計画の改定を⾏い、現在第 4 次計画のもと、男女共同
参画社会の実現に向けた施策を推進しています。 

これまでの取組により、県の審議会等における女性委員の割合が、全国でも上位に位置す
るなど、女性の活躍は様々な分野で徐々に進んできています。一方、男女共同参画という言
葉は理解されているものの、いまだに家庭や地域社会、職場等あらゆる場面で固定的性別役
割分担意識が根強く残り、ひとり親家庭等の経済的な課題、ＤＶや性暴力、ワーク・ライフ・
バランスの理想と現実の乖離、自殺の増加など、男女とも生きづらさが解消されていないの
が現状です。 

  急速な⼈口減少社会の進展と少子高齢化、⼈工知能（ＡＩ）などの技術進歩、グローバル
化、若年層を中心とした⼈口の東京への一極集中など、社会情勢は大きく変化しています。
加えて、近年頻発する自然災害や新型コロナウイルス感染症の流⾏は、すべての⼈の生活を
脅かすと同時に、男女に異なる影響をもたらし、平常時の固定的性別役割分担意識を反映し
たジェンダーに起因する様々な課題を一層顕在化させています。 

本県では、地域の活力を維持し、持続可能な地域社会づくりを進めるため、ＳＤＧｓ未来
都市を宣言し、誰一⼈取り残さない社会づくりに向けて取り組んでいますが、その実現のた
めには、平常時からあらゆる施策の中に男女共同参画の視点を含めることが肝要です。 

この計画は、こうした背景・観点を踏まえ、新型コロナウイルス感染症終息後の「新しい
⽇常」をも⾒据えて、条例がめざす「県⺠一⼈ひとりが、性別によって制約されることなく、
より伸びやかにくらせる⻑野県」、真の意味での男女共同参画社会を実現するための、本県
の中⻑期的な取組の方向性を⽰すため、新たに策定するものです。 

 
 
２ 基本理念 
  条例第３条から第８条までには、男女共同参画社会づくりのために、県⺠、事業者、県が

共有すべき基本的な考え方として次の６項目が明記されており、本計画においても基本理念
に位置づけるものとします。 
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� 男女の人権の尊重 
� 生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利の尊重 
� 社会における制度又は慣行についての配慮 
� 政策等の立案及び決定への共同参画 
� 家庭生活における活動と他の活動の両立 
� 国際社会の動向を踏まえた取組 

 
 

３ 計画の性格と役割 
� 男女共同参画基本法（平成 11 年法律第 78 号）第 14 条第１項の規定及び条例に基づく、

知事が策定する県の男女共同参画の推進に関する政策を総合的かつ計画的に推進する
ための基本的な計画です。 

� 本計画の一部は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第
64 号。以下「女性活躍推進法」という。）第 6 項第 1 号に基づく本県の推進計画でもあ
ります。 

� 国の「第 5 次男女共同参画基本計画」や、本県の「しあわせ信州創造プラン２．０」を
はじめとする各種計画との整合性を図った計画です。 

� 県はもとより、市町村をはじめ、すべての県⺠や事業者、関係団体等が相互に連携しな
がらそれぞれの立場で自ら考え、⾏動するために共有する指針となる計画です。 

 

４ 計画の期間 
  令和 3 年度を初年度とし、令和７年度を目標年度とする５年間を対象とします。 
  なお、社会情勢の変化等により新たに計画に盛り込むべき事由が生じた場合は必要に 

応じて計画を⾒直します。 
 
 
５ 計画の進行管理 
  本計画に基づく施策の実施状況や男女共同参画社会づくりの推進状況については、毎年そ

の概要をまとめて公表します。 
  設定した数値目標をもとに、施策の効果を検証し、点検・評価します。また、その結果を

次年度以降の取組に反映させる仕組みを確立します。 
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第１章 計画策定の背景 
 

１ 社会経済情勢の変化 

本格的な人口減少と未婚者・単身世帯の増加                

令和元年（2019 年）の全国の出生数は、統計開始以来、初めて 90 万⼈を下回り、少子
化に⻭⽌めがかからない状態となっており、本格的な⼈口減少過程に⼊っています。 

また、地方から東京圏を中心とした大都市圏へ若年者、特に女性が流出し、本県を含め
た地方は深刻な⼈口流出と少子高齢化に直面しています。 

このまま、少子化と若年者の大都市圏への⼈口流出が続く場合には、地方における産業
の担い手の確保が困難となるばかりでなく、社会全体の活力や持続可能性に大きな影響を
及ぼすと考えられます。 

さらに、50 歳時点未婚率が、1990 年代後半から男女ともに急上昇するとともに、平均
初婚年齢も上昇し、晩婚化が進んでいます。単身世帯の割合は、全国的に⾒て、全世帯の
３割以上を占めるまでになっており、今後も増加すると⾒込まれています。未婚者、単身
世帯の増加により、世帯構成にも変化が生じてきています。 

 
女性に対する暴力根絶の意識の高まり                   

国内外で、ＳＮＳを中心に、セクシュアルハラスメントや性暴力などの性被害の経験を
告発する社会運動（Me Too 運動、フラワーデモ等）が起こるなど、女性に対する暴力の
根絶を求める声が高まっています。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大下では、外出自粛や在宅勤務、休業等による生
活不安・ストレスに起因する配偶者等からの暴力（ＤＶ）、性暴力の増加・深刻化が懸念
されています。 

 
ダイバーシティ（多様性）の広がり                    

近年、経営戦略として、性別や年齢、国籍、文化、障がいの有無、価値観等の違いに関
わらず様々な属性の⼈材を活用する「ダイバーシティ経営」に取り組む企業が増えていま
す。ダイバーシティ経営に取り組みメリットとして、イノベーションの創出、多様性を尊
重する風土・文化の醸成等が期待されています。 

企業のみならず社会全体として、今後ますます進展するグローバル化に対応していくた
めには、多様性を受容し尊重し合う社会づくりが求められています 

    
頻発する大規模な自然災害                         

東⽇本大震災などの大規模な災害において、避難所などの現場をはじめ様々な意思決定
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過程へ女性が十分参画できず、女性と男性のニーズの違い等に対応した配慮がされないな
どの課題が⾒られ、改めて、防災・災害対応・復興等の各段階の取組に男女共同参画の視
点を取り⼊れることの重要性が認識されるようになりました。 

災害は、地震、風水害等の自然現象（自然要因）とそれを受け⽌める社会のあり方（社
会要因）により、その被害の大きさが決まると考えられており、性別、年齢、障がいの有
無など様々な状況によって影響が異なるため、社会要因の影響を最小限に抑えることで、
被害の規模をできるだけ小さなものにする努力が必要です。 

 
デジタル化の進展                            

目覚ましい技術革新は、社会構造の変革をもたらしており、スマートフォンの普及など、
デジタル技術は私たちの身近な生活にも浸透しつつあります。 

国では、IｏT、ロボット、⼈工知能（ＡＩ）などの先端技術をあらゆる産業や社会生活
に取り⼊れ、イノベーションから新たな価値が創造されることにより、経済発展と社会的
課題の解決を両立させ、誰もが快適で活力に満ちた質の高い生活を送ることのできる社会
「Society 5.0」の実現をめざしています。 

この「Society 5.0」の実現のためにＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）が欠か
せないものであり、加えて、新型コロナウイルス感染症の拡大により「三密」を回避する
新しい生活様式への変革が求められている中で、ＤＸの取組は急務となっておりその推進
速度は加速化しています。 

 
ＳＤＧｓ達成への世界的潮流                       

平成 27 年（2015 年）９月に、国連で「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が
採択され、⽇本も賛同し「誰一⼈取り残さない」社会を目指し、国際社会が一致して取組
を進めているところです。 

ＳＤＧｓの理念は、国・地方自治体の⾏政に様々な形で取り⼊れられているほか、企業
イメージの向上やＣＳＲ活動として重要な意義を持つなどのメリットがあることから、Ｓ
ＤＧｓに取り組む企業も増加しています。今や、ＳＤＧｓは、世界のトレンドとなってい
ます。 

    
新型コロナウイルス感染症の拡大による社会の変化             

令和２年（2020 年）に発生した新型コロナウイルス感染症の拡大は、社会経済活動に
世界的規模の影響をもたらしています。 

新型コロナウイルス感染防⽌を⽇常生活に取り⼊れた「新たな⽇常」への転換が求めら
れる中、国内では、ICT 活用の急速な進展によるテレワークの導⼊、業務・授業のオンラ
イン化、消費⾏動の変化が急速に進むなど、働き方とくらし方の新しい可能性に関心が高
まっています。 

一方、非正規雇用労働者の解雇・雇⽌め、女性の自殺者の増加など、女性や社会的に弱
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い立場に置かれている⼈々に深刻な影響を与えています。 
 
 
２ 国・県の主な動き 
 

国の動き                                
 

政治分野における男女共同参画の推進に関する法律の公布・施行 
衆議院・参議院及び地方議会の議員の選挙において、男女の候補者の数ができるだけ均等

となることを目指すことなどを基本原則とし、政党等の責務として、所属する男女のそれぞ
れの公職の候補者の数について目標を定める等、自主的に取り組むよう努めることや、国・
地方公共団体の責務等を定め、政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的に推進す
ることなどを目的とする法律が、平成 30 年（2018 年）５月に公布・施⾏されました。 

 
働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律の公布・施行 

労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革
を総合的に推進するため、⻑時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかか
わらない公正な待遇の確保等のための措置を講じることについて、労働基準法、パートタイ
ム労働法等の関係法を改正する法律が、平成 30 年（2018 年）７月に公布され、平成 31 年
（2019 年）４月から順次施⾏されることとなりました。 

 
女性活躍推進法の改正 

女性の職業生活における活躍を一層推進するため、令和元年（2019 年）６月に改正され、
一般事業主⾏動計画策定義務の対象拡大、女性の活躍に関する情報公表項目の強化等につい
て、令和２年（2020 年）４月から順次施⾏されることとなりました。 

 
労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法の改正 

パワーハラスメント対策が事業主の義務となる労働施策総合推進法の改正と併せ、セクシ
ュアルハラスメント等の防⽌対策の強化を目的として、男女雇用機会均等法、育児・介護休
業法及び労働施策総合推進法が令和元年（2019 年）６月に改正され、令和２年（2020 年）
６月から順次施⾏されることとなりました。 

 
配偶者暴力（ＤＶ）防止法の改正 

  配偶者暴力防⽌法の一部改正を含む「児童虐待防⽌対策の強化を図るための児童福祉法等
の一部を改正する法律」が令和元年（2019 年）６月に公布され、児童虐待防⽌対策及び配
偶者からの暴力の被害者の保護対策の強化を図るため、相互に連携・協力すべき関係機関と
して児童相談所が法律上明確化されるとともに、保護の適用対象として被害者の同伴家族が
含まれることになり、令和 2 年（2020 年）4 月から施⾏されました。 



6 

男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドラインの策定 
  平成 25 年（2013 年）５月に作成された「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指

針」（以下「取組指針」）について、その後の社会情勢や課題とそれに伴う政策の変化、東⽇
本大震災からの復興の取組の進展や課題の変化、取組指針作成以降の災害における取組状況
や新たな課題を踏まえ、「ジェンダーの視点が災害対応力を強くする」との検討会の提言を
受け、都道府県・市町村が女性の視点からの取組を進め、地域の災害対応力を強化していく
ための基本方針等を内容とする「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」が令
和２年（2020 年）５月に策定されました。 

 
性犯罪・性暴力対策の強化の方針の決定 

  性犯罪・性暴力の根絶に向けた取組や被害者支援を強化するため、令和２年度から令和４
年度までの３年間を、性犯罪・性暴力対策の「集中強化期間」として、刑事法に関する検討、
再犯防⽌施策の充実、被害者の相談支援体制の整備、教育・啓発活動を通じた意識改革と暴
力予防を内容とする方針が、令和２年（2020 年）６月に決定されました。 

 
第５次男女共同参画基本計画の策定 

  第４次男女共同参画基本計画（平成 27 年（2015 年）12 月閣議決定）以降の、男女共同
参画社会の形成に関連する国内外の様々な状況の変化を考慮し、今後５年間に政府が実施す
る施策の基本的な方向と具体的な取組をまとめた「第５次男女共同参画基本計画」が令和２
年（2020 年）12 月に閣議決定されました。 

 
 

県の動き                                
 

⻑野県女性活躍推進会議の設置 
本県における女性の活躍を推進し、男女の⼈権が尊重され、豊かで活力のある地域社会を

実現するため、国、県、経済団体、労働団体、職域団体、教育機関等で構成する「⻑野県女
性活躍推進会議」を平成 28 年（2016 年）５月に設置しました。県内企業・団体における女
性の採用、配置・育成、登用等についての現状及び課題の整理や、女性の活躍推進及び働き
方改革のための共通テーマや推進方法等について協議を⾏っています。 

 
性暴力被害者支援センター「りんどうハートながの」の開設 

平成 28 年（2016 年）７月に性暴力被害者支援センター「りんどうハートながの」を開設
し、性暴力被害者に対する総合的な支援を、関係機関と連携してワンストップで提供してい
ます。 

 
⻑野県総合５か年計画「しあわせ信州創造プラン２.０」の策定 

平成 30 年度から 5 年間の県政運営の基本となる総合計画「しあわせ信州創造プラン 2.0」
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が、平成 30 年（2018 年）３月に策定されました。「確かなくらしが営まれる美しい信州~学
びと自治で拓く新時代~」を基本目標とし、計画の特色の一つとして「ＳＤＧｓを意識」を
挙げています。 

 
ＳＤＧｓ未来都市に選定 

⻑野県は、SDGｓの達成に向けて優れた取組を提案する「SDGｓ未来都市」として、平
成 30 年（2018 年）6 月、他の 28 自治体とともに、全国で初めて国から選定されました。
「学びと自治の力による『自立・分散型社会の形成』」を掲げ、ＳＤＧｓ達成に向けて、エ
シカル消費の促進、CO２削減による気候変動リスクの低減等に取り組んでいます。 

 
「性の多様性を尊重するための職員ガイドライン」の策定 

県職員自らが、性的指向や性自認の多様性を理解し、各職場において、状況に応じて適切
に⾏動するための「性の多様性を尊重するための職員ガイドライン」を令和２年（2020 年）
３月に策定しました。性のあり方の違いを尊重することで、性的マイノリティの当事者だけ
でなく、すべての⼈が生きやすい社会の実現を目指しています。 

 
⻑野県就業促進・働き方改革「基本方針」「アクションプラン」の策定 

  少子化の進展による⼈口減少に伴う生産年齢⼈口の減少は、地域社会や産業の担い手不足
につながり、地域活力の低下を招くことが懸念されることから、就業者数の増加、県内産業
の持続的発展のためには、高齢者、女性、障がい者など多様な⼈材の就業促進、多様で柔軟
な働き方の導⼊等の「働き方改革」が不可欠であるという観点の下、⻑野県就業促進・働き
方改革「基本方針」と「アクションプラン」が、令和２年（2020 年）３月に策定されまし
た。 

 
「⻑野県ＤＸ戦略」の策定 

  新型コロナウイルス感染症などの前例のない危機にも対応できるよう、Society5.0 時代を
⾒据えて、県全域のＤＸを⾏うことで５Ｇなどのインフラ整備を促進し、⻑野県を、県⺠や
地場産業に加えて、県外の⼈や企業にとっても魅力的な地域にすることを目的として、「⻑
野県ＤＸ戦略」が、令和２年（2020 年）７月に策定されました。 

 
 

３ 男女共同参画に関する⻑野県の現状 
 

第 4 次⻑野県男女共同参画計画の達成状況         ※令和３年 1 月時点  
  現⾏の第 4 次⻑野県男女共同参画計画（平成 28〜令和 2 年度）においては、「多様なライ

フスタイルが実現できる信州」を目指し、県⺠誰もが性別によって制約されることなく、個
性と能力を十分に発揮することができる県づくりを進めるため、11 の目標に沿った取組を
進めてきました。  
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目標１ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 
� 県の審議会等委員に占める女性の割合は、計画期間を通して 40%台で推移しています。 
� 県職員の管理職に占める女性の割合は、増加傾向にあるものの、全国的には低位となっ

ています。 
� 公立学校の校⻑・教頭に占める割合は、小・中学校、高等学校のいずれも目標値を達成

しています。 
� 自治会⻑・公⺠館⻑・PTA 会⻑に占める女性の割合は、計画期間を通して極めて低い割

合で推移しており、目標値を大きく下回っています。 
区分 項 目 目標値 現 状 

県活動 
指標 

県の審議会等委員に占める女性の割合 50.0% 42.4% 

県職員の管理職（課⻑級以上）に占める女性の割合 10.0% 9.6% 

公立学校の管理職(校⻑、教頭)に占める女性
の割合 

小・中学校 16.5% 19.3％ 

高等学校 8.5% 10.4％ 

県⺠ 
指標 

⾃治会⻑（区⻑)に占める女性の割合 10.0% 1.4% 

公⺠館⻑に占める女性の割合 15.0% 5.3% 

公立小・中学校のＰＴＡ会⻑に占める女性の割合 10.0% 7.6% 
 

目標２ 雇用の場における男女の均等な機会・待遇の確保と女性の職域拡大 
� 育児期の女性のうち、県の取組によって再就職した女性は、目標値を大きく上回りまし

た。 
� 25〜44 歳における育児中の女性の有業率について、全国順位上位を目指しましたが、中

位に留まっています。 
� 県内企業の課⻑相当職以上に占める女性の割合は、目標を大きく下回っています。 

区分 項 目 目標値 現 状 

県活動 
指標 

子育て期に再就職した女性（県の再就職支援） 1,000 人 1,832 人 

25 歳から 44 歳までの育児中の女性有業率全国順位 上位 23 位 

県⺠ 
指標 企業の課⻑相当職以上に占める女性の割合 15.0% 8.4% 

 

目標３ 農林業、商工業等の自営業における女性の参画促進 
� 農村生活マイスターの認定者数は、目標値を上回りました。 
� 女性農業委員がいる市町村数と農業委員に占める女性の割合は、4 次計画策定時から大

きな変化はありませんでした。 
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区分 項 目 目標値 現 状 

県活動 
指標 農村生活マイスターの認定者数 1,100 人 1,122 人 

県⺠ 
指標 

女性農業委員がいる市町村数 77 69 

農業委員に占める女性の割合 30.0% 15.6％ 
 

目標４ 男女の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス） 
� 県が普及を図る「社員の子育て応援宣言」の登録企業数は、目標値を下回っており、新

規登録数も減少傾向となっています。 
また、「社員の子育て応援宣言」のステップアップとして位置付けている「職場いきいき
アドバンスカンパニー」の認証企業数についても目標値を下回っています。 

� 病児・病後児保育利用可能市町村は、目標値を達成していますが、保育士等の不足によ
り病児保育を利用できない地域があります。 

� 女性活躍推進⾏動計画を策定する常用労働者 300 ⼈以下の企業数は、目標値を下回って
います。 

� 女性活躍推進法の改正により、計画策定義務の対象事業者が拡大されたことから、現状
は少ないものの、法施⾏時点（令和 4 年（2022 年）4 月 1 ⽇）においては、300 社を超
える企業が計画を策定していると⾒込まれます。 

� 一般労働者の総実労働時間は、目標値を達成していますが、全国と⽐較すると⻑くなっ
ている状況です。 
区分 項 目 目標値 現 状 

県活動 
指標 

子育て応援宣言の登録企業数 2,200 社 1,371 社 

職場いきいきアドバンスカンパニーの認証企業数 230 社 130 社 

病児・病後児保育利用可能市町村数 64  65  

県⺠ 
指標 

女性活躍推進行動計画策定企業数（常用労働者 300 人以下） 300 社 61 社 

一般労働者の総実労働時間 2,017h/人 1,975h/人 

 

目標５ 社会制度・慣行の男女共同参画の視点に立った見直し、意識改革 
� 県⺠意識調査において、「男女共同参画社会」という用語を認知している⼈の割合は、目

標値は下回りましたが、4 次計画策定時からは約 6 ポイント増加しました。 
また、「性別による固定的な役割分担意識」にとらわれない⼈の割合も目標値は下回り
ましたが、4 次計画策定時からは約 13 ポイント増加しました。 
区分 項 目 目標値 現 状 

県⺠ 
指標 

「男女共同参画社会」という用語の認知度 100.0% 81.2% 

性別による固定的な役割分担意識にとらわれない人の割合 70.0% 68.3% 
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目標６ 男女共同参画を推進する教育・学習の充実 
� 啓発・普及活動を⾏う⻑野県男女共同参画センターが実施する研修・講座の有用度・満

足度は、一部目標には届かないものの、計画期間を通じては高い割合で推移しています。 
区分 項 目 目標値 現 状 

県活動 
指標 

県男女共同参画センター研修の有用度 85.0% 96.4% 

県男女共同参画センター講座の満足度 83.0% 78.1% 

 

目標７ 男性にとっての男女共同参画の推進 
� 男性の育児休業取得率は、目標値を達成していますが、業種により取得状況の偏りが確

認できるほか、取得期間は 1 ヶ月以下の短期間が多い傾向となっています。 
� ⻑野県男女共同参画センターが実施する男性を対象とした講座の満足度は、目標値を下

回っていますが、計画期間を通じては高い割合で推移しています。 
区分 項 目 目標値 現 状 

県⺠ 
指標 男性の育児休業取得率 13.0% 17.9% 

県活動 
指標 男性を対象とした講座の満足度 80.0% 72.8% 

 

目標８ 地域・防災分野における男女共同参画の推進 
� 県内の女性消防団員数は、目標値を達成していますが、女性の団員が１⼈もいない団も

ある状況です。 
区分 項 目 目標値 現 状 

県⺠ 
指標 県内の女性消防団員数 1,020 人 1,118 人 

 

目標９ 困難等を抱えた女性等が安心して暮らせる環境の整備 
� ⺟子家庭等就業・自立支援センター登録者の就業率は、4 次計画策定時から約 20 ポイン

ト減少しました。 
区分 項 目 目標値 現 状 

県活動 
指標 ⺟子家庭等就業・⾃立支援センター登録者の就業率 80.0% 58.9% 

 

目標 10 女性に対するあらゆる暴力の根絶 
� DV 相談に対応する女性相談員を配置している市は、目標値の 19 市（県内全市）には届

いていません。 
� 「デート DV」という用語を認知している高校生の割合は、4 次計画策定時から約２倍
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に増えましたが、目標値には届いていません。 
区分 項 目 目標値 現 状 

県活動 
指標 DV 相談に対応する女性相談員を配置している市 19 14 

県⺠ 
指標 「デート DV」という用語の高校生の認知度 100.0% 58.2% 

 

目標 11 生涯を通じた男女の健康支援 
� 「がん検診受診率」は、いずれの部位も全国平均を上回っているものの、目標値には届

いていません。 
� 成⼈における喫煙者の割合は、減少傾向にあるものの、平成 28 年度時点では目標値を

達成していません。 
� 健康寿命は、平成 25 年時点（男性 79.83 歳、女性 84.35 歳）から延伸（男性 80.7 歳、

女性 84.7 歳）しています。 
また、市町村等による介護予防・⽇常生活支援総合事業等の取組の結果、介護保険サー
ビスを必要としない高齢者の割合は、100%に近い値を維持しています。 
区分 項 目  目標値 現 状 

県⺠ 
指標 

がん検診の受診率 
乳がん 50.0% 39.0% 

子宮頸がん 50.0% 34.8% 

成人における喫煙者の割合 
男性 22.0% 32.7% 
女性 4.0% 5.2% 

健康寿命（日常生活動作が⾃立している（要
介護度１以下）期間の平均） 

男性 
延伸 

+0.87 

女性 +0.35 

介護保険サービスを必要としない高齢者の割合（65〜69 歳） 現状維持 97.8% 

 
⻑野県の現状                              

  ○ 経済・行政分野における政策・方針決定過程への女性の参画状況 
女性の有業率は全国よりも高いものの（県：52.6%、全国：50.7%）、企業における女

性管理職の割合は、全国に⽐べて大幅に低い状況です（県：8.4%、全国：14.8%）。1 
20 代後半から 30 代にかけて女性の有業率が減少する M 字カーブは解消の方向にあ

りますが、女性の雇用形態を年代別にみると、30 代後半で非正規雇用者の割合が正規雇
用者の割合を上回っています。 

これらのことから、出産・育児等を理由として正規雇用待遇を退職後、非正規雇用待
遇で再就職するという「キャリアの断絶」が女性の管理職登用を妨げる大きな要因にな
っていると考えられます。 

                                                   

1 平成 29 年就業構造基本調査（総務省統計局） 



12 

また、県の課⻑相当職以上、課⻑補佐相当職、係⻑相当職は、平成 28 年 4 月時点か
らいずれも増加していますが、全国的にみると十分とは言えない状況です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ○ 政治分野における女性の参画状況 
県議会及び市町村議会における女性議員の割合は、増加傾向にあるものの、12 の町村

議会では女性議員が不在となっているなど、依然として、県⺠の性別構成と⽐較すると
偏りが生じています。 

県調査では、「政治の場」が「男女平等」と感じている県⺠は 1 割弱、「男性の方が優
遇されている」と感じている県⺠は約 8 割となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  ○ 地域活動における方針決定過程への女性の参画状況 

ボランティアや PTA 活動などで多くの女性が地域で活躍する反面、リーダー的立場
のへ女性の参画は進んでいません。 

県調査では、「地域活動の場」が「男女平等」と感じている県⺠は２割強、「男性の方

出典：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又
は女性に関する施策の推進状況報告書（内閣府） 

出典：地方公共団体の議会の議員及び⻑の所属党派別⼈員調等（総務省） 

出典：平成 29 年就業構造基本調査（総務省統計局） 
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が優遇されている」と感じている県⺠は約５割となっています。 
また、町内会や自治会⻑、PTA 会⻑などに女性が少ない理由として、6 割弱の県⺠が

「女性自身が責任ある役職に就くことに消極的であるから」と考える一方、約 5 割の県
⺠は「男性主体の組織運営がされているから」、「代表者は男性が担うことがしきたりや
慣習になっているから」、「女性の参画を積極的に進めようと意識している⼈が少ないか
ら」といった女性を取り巻く環境や意識を理由としてあげています。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  ○ 家庭における男女共同参画の状況 

全国的に女性は男性に⽐べ圧倒的に無償ケア労働（家事･育児等）に従事する時間が
⻑くなっています。 

県調査においても、「家庭生活」において「男性が優遇されている」と感じている県⺠
は６割強と高い割合となっており、「男女平等」と感じている割合は約２割でした。 

また、高校生に家庭での役割分担の主体を尋ねたところ、全ての項目（食事の用意・
後片付け、選択、掃除、介護、幼い子どもの世話）において「⺟親」が最も高くなって
おり、無償ケア労働の負担が女性に偏っている現状が伺えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

出典： ⻑野県の値は⻑野県調べ、自治会⻑の全国値は
内閣府調べ（令和 2 年）、PTA 会⻑の全国値は⽇
本 PTA 全国協議会調べ（平成 30 年 10 月） 

出典：令和元年度 男女共同参画に関する県⺠意識調査 
（⻑野県） 

出典：令和元年度 男女共同参画に関する高校生の意識 
調査（⻑野県） 

出典：平成 28 年社会生活基本調査（総務省統計局） 

全国 
45 位 
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  ○ 仕事と家庭生活･地域生活との両立の状況 
全国調査によると、週 60 時間以上の⻑時間労働をしている男性は、総じて減少傾

向にありますが、育児期にある 30 歳代、40 歳代においては、それぞれ 12.8％、13.0％
と他の年代に⽐べ高い水準（全体：10.3%）となっています。2 

県内においては、就業者全体の 1 ヶ月の総実労働時間は減少傾向であるものの、全
国と⽐較すると⻑くなっています。 

また、県⺠の多くはワーク・ライフ・バランスに対する理想と現実にギャップが生
じています。男女ともに仕事とプライベートを両立する生活を理想としている一方で、
特に男性は「現実は仕事を優先する生活」とする割合が 5 割以上を占め、女性の約 2
倍となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

○ DV など様々な暴力等の状況 
国調査によると、女性の３⼈に１⼈、男性の５⼈に１⼈が配偶者からの暴力を受けた

経験があるとなっています。3 
県内の女性相談及び県の性被害に関する相談窓口では、毎年約 2,000 件の DV・性被

害の相談に対応しており、減少の傾向は⾒られません。 
近年では、身体的な暴力にとどまらず、SNS におけるいじめ、セクハラ等⼈権侵害事

象が顕在化しており、暴力の被害は一層多様化している状況です。 
  

                                                   

2 令和元年労働力調査（総務省） 
3 男女間における暴力に関する調査（内閣府） 

全国で
29 番目
の⻑さ 

出典：毎月勤労統計調査地方調査（厚生労働省） 出典：令和元年度 男女共同参画に関する県⺠意識調査 
（⻑野県） 
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  ○ 心身の健康維持に関する状況 

近年は、晩婚化などを背景に全国的に不妊治療を受ける夫婦が増えていますが、約 2.9
組に 1 組の夫婦は不妊を心配したことがあり、約 5.5 組に 1 組の夫婦は実際に不妊の検
査や治療を受けたことがある（または現在受けている）状況です。 

また、全国的に心の病から医療機関を受診する⼈が増えていますが、うつ病をはじめ
とする様々な精神疾患が関連することが多いと言われる自殺については、県内では
40~60 代の男性の自殺死亡率が高くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  ○ 貧困等生活上の困難の状況 

県内のひとり親家庭のうち約 9 割が⺟子家庭、児童扶養手当受給資格者のうち、世帯
年間総収⼊が 200 万円未満の⺟子家庭は 6 割弱となっています。 

出典：⻑野県調査 出典：平成 29 年度男女間における暴力に関する調査 
（内閣府） 

出典：自殺の統計-地域における自殺の基礎資料-令和 
元年確定値その１（厚生労働省） 

出典：社会保障・⼈口問題基本調査（国立社会保障・ 
⼈口問題研究所） 
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また、全国的に高齢単身者の貧困が年々大きな問題となっており、女性の高齢単身者
の貧困率は約４割と言われています。県内でも 65 歳以上の単身世帯数は増加傾向にあ
り、高齢単身女性は男性の約 1.7 倍となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ○ 災害時等の非常時におけるジェンダー平等の課題 

災害時には、女性や子どもへの暴力が起こりやすいリスクとともにその被害が潜在化
するリスクが高まる可能性が指摘されていますが、避難所運営をはじめ、地域の共助･
支援活動･復興計画の協議の場等への女性の参画は十分とは言えない状況です。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、全国的に DV 相談の件数が増
加するなど、生活不安・ストレスからＤＶや性暴力の増加・深刻化が懸念されており、
非常時においては、ジェンダー平等の課題が拡大・強化されるおそれがあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

出典：平成 27 年度ひとり親家庭実態調査結果（⻑野県） 出典：国⺠生活基礎調査（厚生労働省） 

55.1% 

出典：内閣府男女共同参画局調べ 出典：地方公共団体における男女共同参画社会の形成 
又は女性に関する施策の推進状況（内閣府） 

5〜6 ⽉は前年同
⽉の約 1.6 倍 
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  ○ 男女共同参画に関する意識の状況 
県調査では、「社会全体」が「男女平等」と感じている県⺠の割合は、全体的に減少傾

向で、依然として「男性が優遇されている」と感じている県⺠が約８割に上っています。 
特に女性は、「男女平等」と感じている割合が低く、「男性が優遇されている」と感じ

ています。 
また、性別によって役割を固定する考え方に反対する割合は、女性が男性を 10 ポイ

ント以上上回っています。 
性別で意識に差が出ている背景としては、男女間の賃金格差の解消、政治・経済分野

における方針決定過程への女性の参画が進んでいない状況や、固定的性別役割分担意識
に基づく社会慣⾏・しきたりが解消されていない状況が影響していると考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ○ 若年人口の移動状況 

県内高校を卒業後、県外大学へ進学した学生の U ターン就職率は、４割に届かない状
況で推移しているほか、県内大学卒業生の県内就職は 5 割台で留まっています。 

出典：令和元年度 男女共同参画に関する県⺠意識調査（⻑野県） 
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また、20 代の女性⼈口は、5 年前と⽐較すると 6 千⼈弱の減と男性⼈口と⽐較して大
幅に減少しており、女性の構成⽐率は 5 年間で 1.5 ポイント減少しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 

○ 男女共同参画社会実現に向けた推進体制の状況 
条例に基づき、⻑野県は⻑野県男女共同参画審議会を設置しています。この審議会で

は、知事から委嘱された様々な分野の男女共同参社会づくりに関して識⾒のある委員が、
男女共同参画計画の策定に関する事項、男女共同参画社会づくりの推進状況に関する事
項等の重要事項について、調査審議しています。 

また、県⾏政全般にわたり総合的、計画的に男女共同参画を推進し、あらゆる施策に
男女共同参画の視点を取り⼊れるため、県の部局横断的な組織として「⻑野県男女共同
参画推進本部」を設置して取組を進めています。 

他機関と協働した推進体制として、男女共同参画を県⺠参加のもとに推進する「⻑野
県男女共同参画推進県⺠会議」により啓発イベント等を実施するほか、国、県、経済団
体、労働団体、教育機関等で構成する「⻑野県女性活躍推進会議」により、職業分野を
中心とした女性の活躍推進の気運醸成や環境づくりを推進しています。 

県内市町村の男女共同参画の推進状況については、男女共同参画に関する条例を制定
している市町村は 30（制定率 39.0%）、男女共同参画に関する計画を策定している市町
村は 56（策定率 72.7%）となっています。 

また、推進体制として諮問機関・懇談会を設置している市町村は 37（設置率 48.1%）、
⾏政連絡会議を設置している市町村は 29（設置率 37.7%）となっています。 

 
  

出典：⻑野県毎月⼈口異動調査（各年 10 月 1 ⽇現在） 出典：⻑野県調べ 



19 

４ 男女共同参画に関する⻑野県の主な課題 
これまでの取組の達成状況と現況を踏まえた⻑野県の主な課題は次のとおりです。 

  ○ 固定的性別役割分担意識や性差による偏見・思い込みの解消 
男女共同参画社会の実現のためには、固定観念にとらわれることなく、女性も男性も

一⼈一⼈が、お互いを尊重することが重要です。 
男女共同参画の推進に係るすべての取組の基盤として、固定的性別役割分担等を植え

付けない、押し付けないための取組を進める必要があります。 
また、固定的性別役割分担意識に基づく社会慣⾏・しきたりの⾒直しも進める必要が

あります。 
 
  ○ 女性の就業継続に向けた取組と能力発揮への支援 

働く場への女性の参画は進んでいるものの、方針決定過程への女性の参画が遅れてい
ることから、女性が就業を継続できていない現状の改善に加え、キャリアアップへの支
援、ロールモデルの紹介等に取り組む必要があります。 

 
  ○ ⻑時間労働等が評価される労働慣行の変革と働き方改革に向けた一層の取組 

女性も男性も、仕事以外の生活を充実させるためには、⻑時間労働や転勤できること
が評価されるといった労働慣⾏の変革が必要です。 

また、業務量軽減の取組やデジタル技術の活用、フレックスタイムの推進など多様な
働き方制度の導⼊促進を通じて、それぞれの状況に応じた働き方ができる職場環境の改
善も併せて進める必要があります。 

 
  ○ 暴力の被害者等が安心して相談できる体制の整備 
    暴力の被害者は、精神的にダメージを受けていることから、自らその被害について声

を上げることが困難な状況にあることが多く、また、相談による二次被害等のおそれも
あることから、被害者等が心身ともに安心して相談できる体制の整備が重要です。 

また、暴力根絶、自他尊重の意識醸成に向けた啓発も引き続き重要な課題となってい
ます。 

 
  ○ 男女双方への健康支援 

妊娠・出産に関する⺟性保護に対する配慮は、引き続き重要であるとともに、不妊・
不育に悩む夫婦に対する支援・配慮への必要性が高まっています。 

また、特に働き盛りの男性の自殺者が多い傾向にあることなどから、男性に対する心
の健康増進への対策も重要となっています。 
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  ○ 貧困等生活上の困難を抱える女性等を確実に支援につなげる仕組みづくり 
貧困等の困難な状況に置かれた女性は、暴力の被害など複合的に困難を抱える事例が

多く、また、女性だけではなくその子どもの成⻑や進路等にも大きな影響を及ぼすおそ
れがあることから、確実に支援につなげる仕組みづくりが必要です。 

 
  ○ 性的指向・性自認等への理解促進 

性的指向・性自認に関することを理由とする社会的困難を抱えている⼈々が、固定的
性別役割分担意識や性差に基づく偏⾒により更に複合的な困難に直面することがないよ
う、多様な性のあり方についての理解促進、多様性を尊重する環境づくりが必要です。 

 
  ○ 防災・災害対応・復興の取組への男女共同参画の視点の強化 

大規模災害時に、速やかな避難を促すために、避難所の生活環境の改善が課題とされ、
男女のニーズの違い等への配慮が重要となっています。同様に災害への備えや災害から
の復興の取組についても、男女双方の視点・意⾒を取り⼊れることが重要です。 

 
  ○ 推進体制と啓発機能の強化 
    男女共同参画社会の実現のためには、あらゆる取組の基盤に男女共同参画の視点が⼊

ることが重要であるため、県組織のみならず、多様な主体と連携を図り、男女共同参画
社会づくりを推進する必要があります。 

    また、様々な世代の県⺠に浸透する、時宜にかなった啓発・発信を⾏う必要がありま
す。 
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第２章 新たな視点とめざす姿 
 

１ 新たな視点 
第５次計画では、第４次計画策定後の県及び国内外の社会経済情勢の変化を踏まえ、３

つの新たな視点を加え、男女共同参画社会の実現に向けて取り組むこととします。 
 

若者（特に女性）に選ばれる県をめざす                  
コロナ禍で、地方回帰が進んでいるといわれますが、県内で育った若者が大学等の進学で

県外へ出たあと、その多くがそのまま県外で就職し県内には戻ってこないという現状は、少
子高齢化が進展する中、地域における様々な社会活動の担い手や労働力を確保する、という
面でも喫緊の課題です。 

特に若年女性にとっては、地域社会に根強く残る固定的性別役割分担意識を背景とした生
き方の制約が地域に戻らない一因になっている、という指摘もあります。 

若者が真に「⻑野県で働きたい、くらしたい」と思える環境をどうつくっていけるのかが、
今後の⻑野県の持続可能性の鍵を握っているといえます。 

若者、特に女性に選ばれる⻑野県にするためにも、性別によって制約されることなくより
伸びやかにくらせる社会の実現を目指します。 

 
ＳＤＧｓの理念を踏まえる                         

ＳＤＧｓを含む「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」の前文においては、「すべて
の⼈々の⼈権を実現し、ジェンダー平等と女性と女児のエンパワーメントを達成することを
目指す」とうたっています。そして、その実現はすべての目標とターゲットの進展に重要な
貢献をするものである、とされています。 

つまり、あらゆる施策にジェンダー平等の視点を浸透させることが不可欠なのです。 
本県は、ＳＤＧｓ未来都市の宣言をしています。同アジェンダがめざす「誰一⼈取り残さ

れることのない社会」は、「持続可能性」と「包摂」を基底に置き、年齢や性別、国籍の違い、
障がいの有無などに関わらず多様性を受け⼊れ、互いに認め・支え合う社会です。 

こうしたＳＤＧｓの理念を踏まえ、男女共同参画の視点を県⾏政のあらゆる分野に取り⼊
れていきます。 

 
ダイバーシティ（多様性）の視点を取り込む                 

  企業活動や社会活動において、年齢、性別、国籍、障がいの有無等の異なる、様々な属性
の⼈々の意⾒や視点を取り⼊れ、多様な⼈材がそれぞれの個性と能力を発揮して活躍するこ
とは、新たなサービスや商品の開発、政策の立案などにつながります。 

また、多様性、個性を認め合い、受容される社会は、すべての⼈にとって生きやすい社会
でもあります。 
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  多様な個⼈の力を認め合い、社会を変える力として生かし、活力ある社会（男女共同参画
社会）を形成するため、ダイバーシティの視点をあらゆる分野に取り込んでいきます。 

 
 

２ めざす姿 
これら、3 つの視点を新たに加えたうえで、⻑野県がめざす男女共同参画社会の姿は、

次のとおりです。 
 
 
 
 
 

本計画の推進により、誰もが性別に関わりなく、自分の意思によって社会のあらゆる分
野における活動に参画し、自己実現を図ることができるようにするとともに、一⼈ひとり
の多様な個性と能力を、社会をより良い方向へと変える力として十分に生かしていくこと
ができる⻑野県の実現を目指していきます。 

 
 
  

誰もが自分らしく生きられ、 
多様な個性の力が生かせる⻑野県 
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第３章 重点目標と施策の方向性 
 

１ 計画体系 
 
        あらゆる分野における女性の参画拡大・性別による偏りの解消 
         誰もが自らの意思に基づき、持てる力を発揮し、仕事と生活の調和がとれ

た充実したくらしを送れるよう、働き方や慣⾏等を⾒直し、性別や立場の違
いにかかわりなく、お互いに責任を分かち合い・協力し合いながら、様々な
分野で活躍できるジェンダー平等な社会づくりを推進します。 

重点目標 施策の基本的方向 

１ 

政治・経済分野
等の方針決定過
程への女性の参
画拡大 

(1) 管理職、役員等への女性の登用拡大 
(2) 議会、審議会、団体等への女性の参画促進 
(3) 地域活動における男女共同参画の推進 
(4) 女性リーダーの育成に向けた環境の整備 

２ 

雇用等における
男女共同参画の
推進とワーク・
ライフ・バラン
スの実現 

(1) 男女の均等な機会と待遇の確保等性差別のない雇用環境の整備 
(2) ⻑時間労働などの⾒直しと多様な働き方の推進 
(3) 育児・介護等の支援充実による仕事と生活の調和  
(4) 結婚・出産・育児等で離職した女性の再就業に向けた支援  
(5) 農林業・商工業等の⾃営業における男女共同参画の推進 

 
安全・安心なくらしの実現 

あらゆる暴力の根絶、生涯を通じた健康支援、困難な状況に置かれている
者への支援等に取り組み、すべての⼈の安全・安心なくらしを実現し、個⼈
の尊厳と多様性が尊重される社会づくりを推進します。 

 
重点目標 施策の基本的方向 

３ 
あらゆる暴力の
根絶と生涯を通
じた健康支援 

(1) ＤＶ、性暴力、虐待等あらゆる暴力の根絶 
(2) 被害者等が安心して相談できる体制の整備 
(3) 生涯を通じた男女の健康支援 
(4) 妊娠・出産等に関する負担の軽減 
(5) 性に起因する人権侵害を許さない環境づくり 

４ 

困難な状況に置
かれている者へ
の支援と多様性
の尊重 

(1) ひとり親家庭など生活上の困難を抱えている者への支援 
(2) 性の多様性への理解促進 
(3) 高齢者、障がい者、外国人等が安心してくらせる環境整備 

 

テーマⅠ 

テーマⅡ 
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        男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備  
       固定的性別役割分担意識の払拭に向けた啓発、あらゆる場における男女共

同参画を学ぶ機会を充実させるとともに、男性の家事・育児等への主体的な
取組の推進などにより、男女双方の意識改革・理解促進を図ります。 

また、頻発する自然災害、ＳＤＧｓ達成の世界的潮流、デジタル技術の普
及など近年の国内外の変化・動きに合わせた、⻑野県の強み・特徴を生かし
た取組に男女共同参画の視点も取り⼊れ、若者、特に女性に選ばれる魅力あ
る地域社会づくりを推進します。 

重点目標 施策の基本的方向 

５ 
男女双方の意識
改革・理解の促
進 

(1) 固定的性別役割分担意識の払拭と意識改革の推進 
(2) 家庭・地域・職場・学校等における男女共同参画を学ぶ機会の

充実 
(3) 男性の家事・育児・介護等への主体的な取組の推進 
(4) 多様な進路選択・職業選択を可能にする環境づくり 
(5) 男女共同参画の視点に立った表現の推進 

６ 
男女共同参画の
視点で魅力ある
地域の創出 

(1) 男女共同参画の視点に立った防災・復興の取組の推進 
(2) ＳＤＧｓの達成に向けたパートナーシップの推進 
(3) デジタル技術の活用等によるそれぞれが望むくらし方の実現  
(4) 若者（特に女性）や移住者等も快適にくらせる地域社会づくり 

 
 

(1) 県、市町村、関係団体等との連携・協働による男女共同参画 
社会づくりの推進 

(2) 男女共同参画センターの機能の充実・強化 

 
  

テーマⅢ 

推進体制の 
強化 
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２ 重点目標と施策の基本的方向 
 
 

誰もが自らの意思に基づき、持てる力を発揮し、仕事と生活の調和がとれた充実したくら
しを送れるよう、働き方や慣⾏等を⾒直し、性別や立場の違いにかかわりなく、お互いに責
任を分かち合い・協力し合いながら、様々な分野で活躍できるジェンダー平等な社会づくり
を推進します。 

 
重点目標１ 政治・経済分野等の方針決定過程への女性の参画拡大       
 

� 政治・⾏政・経済分野や地域社会など、あらゆる場の方針決定過程に、男女が共に参
画することは、⼈口減少、⼈々の価値観の多様化が進む中で、様々な視点を取り⼊れ
ることにより、組織や社会の活力を生みだし、多様性・持続性を高めるとともに、誰
もがくらしやすい社会の実現につながります。 

� 方針決定過程への女性の参画は進みつつありますが、固定的性別役割分担意識や性差
による偏⾒・思い込み、男性中心型の労働慣⾏・組織運営を背景に、依然として女性
の活躍の場・機会が阻害されている状況です。 

� あらゆる分野における方針決定過程への女性の参画を拡大するためには、⼈々の意識
改革、男女共同参画の視点に立った社会制度・慣⾏の⾒直し、女性リーダーの育成に
向けた支援・環境整備を総合的に推進することが必要です。 

 
 

１ 管理職、役員等への女性の登用拡大 

� 企業等の経営層に対して、意思・方針決定過程に女性の視点を取り⼊れることの意義
や組織・社会に与える効果について発信し、女性の意欲向上と管理職や取締役等の責
任ある職への登用拡大に向けた取組を促進します。 

� 県の女性職員・教員の管理職への登用拡大に向けて、キャリア開発支援や多様な成⻑
機会の提供に取り組むとともに、職員等の採用・配置、管理職等の登用において性差
のない組織づくり、家庭生活とキャリアアップの両立が可能となる働き方改革を合
わせて進めます。 

� 市町村職員の女性管理職の登用を進めるため、全国の女性活躍に向けた取組事例の
情報提供等を⾏い、市町村の実情に応じた主体的な取組を促進します。 

� 労働局や経済団体・労働団体等と連携し、企業等に対する女性活躍推進の普及・啓発
とともに、女性活躍推進法に基づく一般事業主⾏動計画の策定や女性の管理職等へ
の登用拡大・職域拡大などに向けた積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を促

テーマⅠ あらゆる分野における女性の参画拡大・性別による偏りの解消 

基本的事項 

施策の基本的方向 
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進します。 

２ 議会、審議会、団体等への女性の参画促進 

� 身近な問題を議論する県・市町村議会に女性の視点を反映させるとともに、地域の自
治協議会や区の代表、市町村⻑等に就く女性が増えるよう、地域における「女性を住
⺠の代表に」という気運醸成に向けた意識啓発や、ロールモデルの紹介等により議員
や市町村⻑等をめざす女性を後押しします。 

� 女性を含めた幅広い⼈材が議員として活動しやすい環境整備等を進めるため、実態
の把握や情報収集等を⾏い、関係者と共有・検討を⾏います。 

� 県の審議会等委員への女性登用状況を調査し、結果を公表するとともに、女性登用が
進んでいない場合には、その要因を分析し改善策を検討します。 

� ⻑野県女性活躍推進会議などの場を通じて、県内の経済団体、労働団体、職域団体等
における女性の参画状況を把握し、女性の参画が進んでいない場合には、各団体等の
実情に応じた主体的かつ積極的な取組が進むよう促します。 

３ 地域活動における男女共同参画の推進 

� 地域活動における固定的性別役割分担意識の払拭や、従来からのしきたりの⾒直し
に向けた啓発に取り組み、男女が共に地域活動に参画できる環境づくりを推進しま
す。 

� 男女が共に働きながらも地域活動やＰＴＡ活動に参画できるよう、会議開催の工夫
やＩＣＴの利活用による負担軽減等に係る好事例の収集・発信に、市町村、関係団体
等と連携して取り組みます。 

� 防災・復興などの喫緊の地域課題をテーマに、⽇頃から自治会活動等に男女共同参画
の視点を取り⼊れることの重要性について、市町村等と連携して普及啓発を図りま
す。 

４ 女性リーダーの育成に向けた環境の整備 

� 女性リーダーの育成に向け、男女共に学ぶ場の提供やネットワークづくりに努めま
す。 

� 企業等の女性従業員のキャリアアップに向けた教育機会の提供に対して支援を⾏い、
管理職となる⼈材の育成を促進します。 

� 公共調達や県⾏政の各種認定制度等に、女性が能力を発揮できる環境整備を促す視
点を取り⼊れます。 

� 商工業等の女性経営者や後継者向けの研修会等を開催することで、資質向上を図り、
経営層への女性参画を推進します。 

� 女性農業者の経営能力・技術力向上のための研修会の開催や農村生活マイスターの
認定等を通じた女性リーダーの育成により、女性農業者の社会参画を促進します。 
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重点目標２ 
雇用等における男女共同参画の推進とワーク・ライフ・バランスの実現  

 

� 働くことは、生活の経済的基盤であると同時に自己実現にもつながるものであり、働
く希望を持つすべての⼈が、性別等に関わりなく能力を発揮して働くことができる環
境づくりは、社会経済の活力の維持・向上の観点からも重要です。 

� 本県では、労働団体、経済団体、労働局等で構成する「⻑野県女性活躍推進会議」、「⻑
野県就業促進・働き方改革戦略会議」を設置し、職業生活における女性の活躍推進や
⻑時間労働の解消などの働き方改革に向け、官⺠協働による取組が進められています。 

� 仕事を優先しがちな男性にとって、仕事だけでなく家庭生活や地域活動を充実するこ
とが、キャリアにも⼈生にもプラスになるということを、改めて社会全体で認識する
必要があります。 

� 男女共に、仕事と家庭生活・地域活動等との調和を取りながら、個性と能力を発揮し
て働き続けるためには、男性中心型労働慣⾏の変革や多様な働き方制度の導⼊等によ
る働き方改革、働く場と家庭での男女の均等な機会と待遇の確保に向け、様々な主体
と連携して取り組む必要があります。 

 
 

１ 男女の均等な機会と待遇の確保等性差別のない雇用環境の整備 

� 労働局や関係団体等と連携して、職場における固定的性別役割分担意識の払拭のた
めの啓発を⾏い、誰もが能力や経験を最大限に発揮して、「働きやすさ」と「働きが
い」を実現できる職場環境の改善を促進します。 

� 労働局等と連携して男女雇用機会均等法、パートタイム・有期雇用労働法、労働契約
法に関する周知・啓発、女性活躍推進法に基づく事業主⾏動計画の策定に対する支援
を⾏い、男女の均等な雇用機会・待遇確保及び非正規雇用労働者の雇用環境の改善等
の企業の取組を促進します。 

� 性別を理由とする差別的取扱い、職場におけるセクシュアルハラスメントをはじめ
とする各種ハラスメント、妊娠・出産・育児休業・介護休業等を理由とする不利益取
扱い等のない職場づくりに向け、企業等に対し、労働局や関係団体等と連携して関係
法令や制度等の普及啓発を⾏います。 

� 結婚やパートナーの転勤による転居等で離職する者が少なくなるよう、関係団体等
と連携して、テレワークの推進や制度の⾒直し等に取り組みます。 

２ ⻑時間労働などの見直しと多様な働き方の推進 

� ⻑時間労働の抑制、休暇の取得促進、多様な働き方制度の導⼊等の「働き方改革」に
取り組むことが、企業価値の向上、労働者の勤労意欲・定着率の向上等につながるな

基本的事項 

施策の基本的方向 
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ど、その意義やメリットについて、労使、関係団体、⾏政が連携して企業等への浸透
を図ります。 

� ワーク・ライフ・バランスの推進、女性・高齢者・障がい者・外国⼈の雇用によるダ
イバーシティの推進、若者の雇用・育成について実践的な取組を⾏っている企業を
「職場いきいきアドバンスカンパニー」として認証し、専用サイトによる情報発信等
のインセンティブを与えることにより、県内企業全体の取組を推進します。 

� 建設工事等の⼊札参加資格における、仕事と育児・介護との両立支援策等に取り組む
企業への優遇措置や、公共工事の週休２⽇制促進のための工期設定などにより、建設
産業の働き方改革を推進します。 

� 教員の働き方改革を推進するため、各種会議等の精選・簡素化による業務の削減、ス
クール・サポート・スタッフや部活動指導員等の外部⼈材の活用による負担軽減、Ｉ
ＣＴの活用による事務的業務の効率化などにより業務改善を図ります。 

� ワーク・ライフ・バランスの実現に資する、ＤＸの推進によるテレワーク、フレック
スタイムなど、企業等における多様で柔軟な働き方制度の導⼊を促進します。 

� 企業のＩＣＴ⼈材育成やＤＸ推進を支援し、誰もが働きやすく、能力を発揮できる環
境整備を促進します。 

3 育児・介護等の支援充実による仕事と生活の調和 

� 保育や子どもの居場所づくりなど、子育てに関する支援や、家庭だけでなく地域で子
育てを支える取組を推進します。 

� 家族介護者等の負担軽減を図るため、介護サービスの充実、介護⼈材育成のための取
組を⾏い、介護基盤を整備するとともに、「地域包括ケア体制」の構築主体である市
町村に対して支援を⾏います。 

� 出産、育児、介護等のライフキャリアの分岐点において、仕事と生活の両立を図り
ながら働き続けることができるよう、個々の事情に応じた支援が得られる環境整備
の取組について、企業等に対し労働局や関係団体等と連携して働きかけます。 

� 男性の育児休業取得促進のための新制度について、企業自らの積極的な取組が進む
よう、関係機関・団体等と連携して普及啓発を⾏います。 

４ 結婚・出産・育児等で離職した女性の再就業に向けた支援 

� 出産・育児・介護等を理由に離職した後、再び就業を希望する女性に対する再就職支
援とともに、企業における女性が働きやすい職場環境づくりを推進します。 

� 出産・育児等で離職した女性等に対し、新たなチャレンジに向けた学び直しや再就職
の動機づけのための機会を提供します。 

５ 農林業・商工業等の自営業における男女共同参画の推進 

� 農業においては、家事も農作業も含めて女性に負担が偏らないよう家族経営協定の
締結を推進し、農業経営への女性の参画を促進するとともに、ライフステージに応じ



29 

た柔軟な働き方の導⼊やＩＣＴ技術の活用等により、女性にも男性にも働きやすい
環境整備を推進します。 

� 林業における、ＩＣＴ技術の活用普及による安全性・生産性の向上を通じた就業者の
処遇向上・定着の促進、林業事業体の経営基盤向上のための研修会の開催や福利厚生
の充実などに、県、業界が連携して取り組み、誰もが安心して働ける環境整備を推進
します。 

� 商工業等の自営業を含む小規模事業者等の経営安定のための支援を⾏い、家族従業
者等として働く女性の就業環境の改善を図ります。 

� 起業家と支援機関等が交流できる拠点を設置し、相談対応やセミナー・プログラムの
提供を⾏い、女性の起業・創業を促進します。 

 
 
 
 

あらゆる暴力の根絶、生涯を通じた健康支援、困難な状況に置かれている者への支援等に
取り組み、すべての⼈の安全・安心なくらしを実現し、個⼈の尊厳と多様性が尊重される社
会づくりを推進します。 

 
重点目標３ あらゆる暴力の根絶と生涯を通じた健康支援          
 

� あらゆる暴力は、犯罪となる⾏為をも含む重大な⼈権侵害であり、個⼈の尊厳を踏み
にじるものであることから、暴力の根絶、暴力を容認しない社会づくりを重要な課題
として捉え取り組む必要があります。また、被害者に対しては、個⼈の心とその後の⼈
生に大きな影響を受けることに配慮して、きめ細かな対応・支援が必要です。 

� 特に女性に対する暴力の背景には、男性優位の社会構造や偏⾒・思い込み、上下の立
場を利用した支配関係などが存在することを踏まえることが必要です。 

� ＤＶには身体的暴力だけでなく、経済的暴力、心理的暴力等の様々な形態があること
の周知や、あらゆる暴力の被害者が置かれた立場の違いなどに配慮した対応と課題解
決を図る視点が求められます。 

� だれもが身体的性差や性の多様性を理解し合うことは、お互いを思いやる気持ちと⼈
権を尊重し合うことにつながります。また、心身の健康については、たとえば暴力等
の社会的要因から受ける影響が大きい面があるなど、心身の健康を保持するためには、
背景にある社会的課題の解決が併せて求められます。 

� 近年の晩婚化等を背景に不妊治療を希望する男女が増えており、働きながら治療を受
ける者が増加傾向にあると考えられます。仕事と治療との両立ができずに離職する者
もいる中で、治療に係る経済的負担の軽減とともに職場における理解を深め、働きや
すい環境を整えることが重要となっています。 

テーマⅡ 安全・安心なくらしの実現 

基本的事項 
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１ ＤＶ、性暴力、虐待等あらゆる暴力の根絶 

� 暴力の加害者、被害者、傍観者とならないための幼児期からの教育をはじめ、暴力を
容認しない社会をつくるための啓発活動を推進します。 

� ＤＶや性暴力等は、性別にかかわらず加害者にも被害者にもなり得ることの実態を、
広く周知し、その防⽌を呼びかけます。 

� 女性の⼈権の軽視等を背景とするあらゆる暴力の根絶はもちろんのこと被害者心情
への理解や配慮不足から起こるセカンドレイプ等を根絶するため、県⺠の意識啓発
に取り組みます。 

� 子どもが性被害を認知し訴えることができるよう、低年齢からの意識づけ・教育を推
進するとともに、精神面の適切なケアや保護・支援を受けられる体制を整備します。 

� デートＤＶについて、中・高校、大学等の生徒及び教員に対する講座・研修等を実施
し、⼈権侵害やジェンダー問題への理解を広めるとともに自他尊重の意識の醸成を
図ります。 

� 情報モラル教育やいじめ防⽌教室の実施等により、インターネット上の性的有害情
報や誹謗・中傷等、新たな形の暴力の被害防⽌、加害⾏為の抑⽌に取り組みます。 

� 関係機関との連携により、性犯罪者やストーカー加害者等への更生支援を⾏い、再犯
防⽌に努めます。 

２ 被害者等が安心して相談できる体制の整備 

� ＤＶの被害者やその子どもに対する虐待への対応の連携協力体制を整備するため、
圏域ごとに「児童虐待・ＤＶ防⽌ネットワーク」等を開催するなど、関係機関・団体
等相互の問題意識の共有、連携強化を図ります。 

� 被害者等が、身近な場で適切な支援が受けられるよう、相談窓口の周知や相談員の配
置促進に努めるとともに、相談対応者の資質向上を図ります。 

� 性暴力被害者支援のための相談窓口を設置し、関係⾏政機関や医療機関、弁護士等と
の連携により、迅速な被害者保護とワンストップで相談の具体的解決につなげ、被害
からの心身の回復と被害の深刻化防⽌を図ります。また、相談窓口の周知や警察担当
職員の研修の実施などにより、被害者等が相談しやすい体制を整備します。 

� 犯罪被害者給付制度等、各種犯罪被害者支援制度の運用により、被害者の精神的・経
済的負担の軽減を図ります。 

３ 生涯を通じた男女の健康支援 

� 性別により、特有の疾患や健康に影響を及ぼす社会的要因の違いがあることを踏ま
え、互いに性差に応じた理解を深めるための教育・啓発をはじめ、誰もが健康を保持
するために必要な支援を受けられる施策を総合的に推進します。 

施策の基本的方向 
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� 男性に多く⾒られる性差に基づく思い込み・⼈生観等に起因する自殺、また、社会経
済情勢の変化に起因する自殺を未然に防ぐため、企業や関係機関・団体等と連携した
自殺対策及び心の健康保持に関する施策を推進します。 

４ 妊娠・出産等に関する負担の軽減 

� 女性が、安全に安心して子どもを産み育てることができるよう、市町村との協働、専
門機関との連携を通じて、妊娠から子育てまでの一貫した支援体制を構築します。 

� 不妊・不育に関する情報提供や悩みの相談対応、不妊・不育症の治療等に係る経済的
負担の軽減を図ります。 

� 妊娠した女性への配慮はもちろんのこと、不妊についても男女が治療を受けながら
働き続けることができるよう、職場の環境整備について、企業に対し働きかけを⾏い
ます。 

� 不妊についての正しい理解を広め、不妊に悩む者の心理的・精神的な面でのサポート
に努めます。 

5 性に起因する人権侵害を許さない環境づくり 

� ⼈権尊重の理念についての理解を広めるとともに、法律上で保障された権利や、権利
の侵害を受けた場合の対応等について、正しい知識の普及を図るとともに、相談体制
の充実及び周知を図ります。 

� 子どもを性被害から守るために、予防のための教育、被害者への支援、子どもの成⻑
を⾒守り支援する地域づくりを総合的に推進します。 

� セクシュアルハラスメントなど働く場における各種ハラスメントを防⽌するため、
法律に基づく事業主が講ずべき措置等について労働局や関係団体と連携して周知す
るとともに、実効性のある相談体制の整備等、企業等の取組を促進します。 

� 性の多様性に配慮した取組事例の周知等により企業等や労働者の理解促進を図ると
ともに、地域や学校等においても差別・偏⾒等のない環境づくりを推進します。 

 
重点目標４ 困難な状況に置かれている者への支援と多様性の尊重      
 

� 女性は、経済社会における男女が置かれた状況の違い等を背景に、貧困等生活上の困
難に陥りやすい面があります。ひとり親をはじめ、不安定な就業状態にある単身女
性、低年金状態等にある高齢女性など、あらゆる年代に通じた問題として捉える必要
があります。 

� とりわけ、⺟子家庭が抱える経済的困難をはじめとする様々な課題の解決は、次世代
への貧困の連鎖を断ち切るためにも重要です。 

� 新型コロナウイルス感染症の拡大は、女性が多数従事する非正規雇用労働者や宿泊、
飲食サービス業等への影響が表れていることから、女性の雇用、収⼊に直結して影響

基本的事項 
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を及ぼし、経済的困難に陥る⺟子家庭の増加も危惧されており、改めて支援の必要性
が高まっています。 

� 高齢であること、障がいがあること、外国⼈であること等により複合的に困難な状況
に置かれている者がいることにも注意が必要です。併せて、それぞれの多様な性や考
え方に基づいた家族形態や生き方に対する理解促進も必要です。 

 
 

１ ひとり親家庭など生活上の困難を抱えている者への支援 

� 生活上困難な状況に置かれている者に対し、それぞれが抱える経済、就業、健康、家
庭等多岐にわたる課題に応じた適切かつ包括的な支援を⾏い、自立促進を図ります。 

� ひとり親家庭の、親に対する就労支援、養育費の確保、子どもに対する学習支援、居
場所づくりなど、世帯の実情に応じた、自立に向けたきめ細かな支援を、関係機関や
⺠間支援団体等と連携して⾏います。 

� 家庭の経済状況によって子どもの学力や進学機会等に差が生じないよう、それぞれ
の家庭に対する相談支援等のほか、地域社会全体で子どもの成⻑を支える仕組みづ
くりを推進します。 

� 自ら支援を求めることが難しい⼈々がいることに配慮して、様々な機会・場を通じて、
必要な支援に確実につなげる仕組みづくりを推進します。  

２ 性の多様性への理解促進 

� 多様な性のあり方について正しい理解を広め、性的マイノリティに対する差別・偏⾒
の解消を図り、多様性が尊重される環境づくりを進めます。 

� 当事者が抱える困難や生きづらさを解消するため、男女の性別二元論を前提とした
身近な制度や慣⾏等の⾒直し、相談支援体制の整備などに取り組みます。 

３ 高齢者、障がい者、外国人等が安心してくらせる環境整備 

� 高齢であること、障がいがあること、外国⼈であること等多様な属性の⼈々に対する
正しい理解を広め、多様性と⼈権が尊重される環境づくりを進めます。 

� 高齢者、障がい者、外国⼈の者等が、持てる力を発揮し、自分らしく安心して生活で
きるよう、多様な就業機会や学習機会の提供、相談支援体制の整備、社会的孤立を防
ぐための地域の支え合いの仕組みづくりなどの取組を推進します。 

 
 
 
 
 
 

施策の基本的方向 
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固定的性別役割分担意識の払拭に向けた啓発、あらゆる場における男女共同参画を学ぶ機
会を充実させるとともに、男性の家事・育児等への主体的な取組の推進などにより、男女双
方の意識改革・理解促進を図ります。 

また、頻発する自然災害、ＳＤＧｓ達成の世界的潮流、デジタル技術の普及など近年の国
内外の変化・動きに合わせた、⻑野県の強み・特徴を生かした取組に男女共同参画の視点も
取り⼊れ、若者、特に女性に選ばれる魅力ある地域社会づくりを推進します。 

 
重点目標５ 男女双方の意識改革・理解の促進               

 
 

� ⻑年にわたり、男女共同参画社会の実現に向けた様々な取組が⾏われてきましたが、
依然として男女共に生きづらさが解消されていないのは、⼈々の心の中に、固定的性
別役割分担意識や性差に基づく偏⾒・⼈生観、無意識の思い込み（アンコンシャス・
バイアス）が根強く存在し、くらし方・働き方に影響を与えているからです。 

� こうした意識や思い込みは、意図せず親から子へ、高齢世代から若年世代へ押しつけ
られ、幼少期から知らず知らずのうちに形成されるため、この押しつけをなくし、あ
らゆる世代で男女双方の意識を変えていく取組が重要です。 

� 特に、家庭における家事、育児、介護等については、⼈生を豊かにするためにも、パー
トナーのどちらか一方が主となるのではなく、共に主体的に関わることが重要です。 

� これまでも意識改革を促す啓発等の取組は⾏われてきましたが、より一層男女共同参
画を自分事としてとらえるための学びの機会を、家庭・地域・職場・学校等あらゆる
場面で充実させることが必要です。 

 
 

１ 固定的性別役割分担意識の払拭と意識改革の推進 

� 男女共同参画を進めるためのすべての取組の基盤として、あらゆる世代における固
定的性別役割分担意識の払拭と意識改革に向けた、わかりやすく効果的な啓発手法
を検討し、関係機関・団体等と連携して広報・啓発活動を推進します。 

� 国、県、市町村が連携して啓発・情報発信に取り組むとともに、県の男女共同参画セ
ンター等でも、専門的な知⾒を取り⼊れ、啓発や情報発信の質を高め、オンラインツ
ール等を活用して、誰もがいつでもどこでも学べる環境を整備します。 

２ 家庭・地域・職場・学校等における男女共同参画を学ぶ機会の充実 

� 国、県、市町村が連携して啓発・情報発信に取り組むとともに、県の男女共同参画セ
ンター等でも、専門的な知⾒を取り⼊れ啓発や情報発信の質を高め、オンラインツー

テーマⅢ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備 

基本的事項 

施策の基本的方向 
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ル等を活用して、誰もがいつでもどこでも学べる環境を整備します。【再掲】 
� 県の生涯学習推進センターの講座等を通じ、地域課題への対応や、持続可能な地域づ

くりを中核的に担う⼈材の養成を推進し、住⺠自身が主役となる実践活動を促進し
ます。 

� 男女共同参画を学ぶ企業内研修などの取組が進むよう、関係団体等を通じて働きか
けを⾏います。 

� 学校教育の中で、男女平等と相互協力の意識を高め、男女共同参画社会づくりに関す
る教育を推進するとともに、指導する立場にある教員に対し、⼈権教育研修等を実施
します。 

３ 男性の家事・育児・介護等への主体的な取組の推進 

� 男性も主体的に家庭生活に関われるよう、固定的性別役割分担意識や男性中心型労
働慣⾏からの脱却に向け、好事例の提供等による啓発活動や企業等への環境整備の
働きかけを⾏います。 

� 男性の育児休業取得促進のための新制度について、企業自らの積極的な取組が進む
よう、関係機関・団体等と連携して普及啓発を⾏います。【再掲】 

� 若者が抱く結婚や育児に対する不安の解消に向け、ライフプランを自律的に考える
機会を提供します。 

４ 多様な進路選択・職業選択を可能にする環境づくり 

� 誰もが固定的性別役割分担意識や性差に基づく⼈生観、無意識の思い込みにとらわ
れず、自らの意思に基づいて、働き方・学び方・生き方を選択できるよう、生涯にわ
たる教育・学習機会の充実を図ります。 

� 理工系分野をはじめ女性の進出が進んでいない産業分野等が多い現状に鑑み、小・
中・高等学校の女子児童・生徒に対し、こうした分野に興味を持つような機会の創出・
拡大を図ります。 

� 社会的・職業的自立に向け、家庭、地域等の教育力を活かし、幼児期から発達段階に
応じて自発的なキャリア発達を促して、自分の⼈生を構想するキャリアデザイン力
を育成します。 

� 児童・生徒が進路選択の際に影響を受けやすい保護者や教員等に対し、固定的性別役
割分担意識の払拭やアンコンシャス・バイアスの解消のための啓発に取り組みます。 

５ 男女共同参画の視点に立った表現の推進 

� 県や市町村の広報・情報発信が、固定的性別役割分担意識や⼈権侵害につながらない
よう、発信者が男女共同参画のめざすものを正しく理解し、男女共同参画の視点を意
識した広報等を⾏うよう努めます。 

� 多様なメディアや様々な手法を用いて、男女共同参画の推進に資する好事例等の情
報の積極的な発信に努めます。 
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重点目標６ 男女共同参画の視点で魅力ある地域の創出           

 
 

� 近年、若者、特に女性の大都市圏への流出超過が顕著となっていますが、地域におけ
る若者の減少は、少子化の進展と相まって地域の活力と持続性の低下につながる恐れ
があります。 

� デジタル化の進展とともに、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機とした企業にお
けるテレワーク導⼊の急速な普及などが、⼈々の働き方・くらし方に変化をもたらし、
大都市圏の⼈々の地方移住への関心が高まっています。 

� 大規模な自然災害が頻発する中で、男女共同参画の視点から防災・復興に取り組むこ
とは、災害時の避難所運営に多様な視点が活かされ、安全・安心で迅速な避難につな
がるなど、災害に強い、災害対応力の高い持続可能な地域社会の形成に寄与します。 

� ＳＤＧｓ達成が世界的潮流となる中で、これを男女共同参画社会の実現のチャンスと
捉え、男女共同参画の視点をもって取組を進めることは、本県の強みと特徴を生かし
て、若者、特に女性をはじめ多くの⼈々に選ばれる魅力ある地域社会づくりにつなが
るものと期待されます。 

 
 

１ 男女共同参画の視点に立った防災・復興の取組の推進 

� 県・市町村において、防災・復興に関する施策等の推進に当たっては、平常時から、
男女共同参画の視点を取り⼊れて取り組みます。 

� 防災・復興の政策決定過程及び地域活動に女性の視点を取り⼊れることの意義や重
要性について、普及啓発を図ります。 

� 女性が消防団や自主防災組織等の活動に参画できるよう、消防団の活動環境の整備、
男女共同参画の視点を盛り込んだ各種防災訓練や研修を実施します。 

２ SDGs の達成に向けたパートナーシップの推進 

� ＳＤＧｓ未来都市として、誰一⼈取り残さない⻑野県をめざし、「誰もが学べる環境
づくり」、「地域内経済循環の促進」、「快適な健康⻑寿のまち・むらづくり」、「エネル
ギー自立・分散型モデル地域の形成」に取り組みます。 

� 持続可能な社会の実現に向け、一⼈ひとりが協力して「2050 年二酸化炭素排出量ゼ
ロ」（2050 ゼロカーボン）達成や「エシカル消費」を推進していくことができるよう、
学びの創出や啓発を⾏います。 

� 企業の価値向上や競争力の強化のため、ＳＤＧｓをビジネスに取り⼊れる必要性の
啓発を⾏うとともに、多様な⼈材が十分に活躍できる環境の整備などＳＤＧｓ達成
に取り組む県内企業を「⻑野県ＳＤＧｓ推進企業」として登録し、登録マークの提供

基本的事項 

施策の基本的方向 
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やホームページ等での PR を通して支援します。 

３ デジタル技術の活用等によるそれぞれが望むくらし方の実現 

� 県内のどこでも大都市と同様のサービスを受けることができたり、新しい生活様式
に対応したくらし、多様で柔軟な働き方等が可能となるよう、ＤＸの推進に努めます。 

� 結婚やパートナーの転勤による転居等で離職する者が少なくなるよう、関係団体等
と連携して、テレワークの推進や制度の⾒直し等に取り組みます。【再掲】 

４ 若者（特に女性）や移住者等も快適にくらせる地域社会づくり 

� 若年女性が、家庭生活や自己啓発のための活動等とのバランスを保ちながら、個性と
能力を発揮してキャリアアップできる働く場の拡大の取組について、関係団体等と
連携して企業等に働きかけを⾏うとともに、好事例等の情報発信を⾏います。 

� 地方の特性を活かした「ワーケーション」などの働き方、自然を生かした「やまほい
く（自然保育）」のような学びの場、「健康⻑寿⽇本一」を実現する健康的なくらしな
どの情報を、若者や大都市圏の移住希望者等に積極的かつ効果的に発信し、ＵＩＪタ
ーン及びつながり⼈口の増加をめざします。 

� 「農ある暮らし」、「山ある暮らし」を県内外に発信し、女性を含めた若者等の興味・
関心を喚起し、農山村の活性化につなげます。 

� 固定的性別役割分担意識や男性優位のしきたり、性差に基づく親などからの⼈生観
の押しつけ等を払拭するための啓発活動に力を⼊れて取り組みます。 

� 持続可能な地域づくりのため、市町村や公共的団体等の自主的・主体的な取組への支
援を⾏うとともに、地域の担い手となる⼈材や対話を通じた地域づくりを促す⼈材
の確保・育成を⾏います。 

 
 
 
 

 
� 男女共同参画社会づくりに向けた取組を、一層強力に進めていくためには、直接的・

間接的に関わらず影響を及ぼすあらゆる施策に男女共同参画の視点を反映させ、様々
な主体と協働・連携して取り組んでいくことが重要です。 

� 男女共同参画社会が、誰にとっても生きやすい社会であることを一⼈ひとりが実感す
るためには、地道な啓発活動を継続して実施していくことが重要であり、そのために、
国、県、市町村、企業、団体、ＮＰＯ等が連携して様々な情報発信を⾏っていくことが
必要です。 

� 県の男女共同参画センターでは、県における男女共同参画社会づくりに関する総合的
拠点として果たす役割を明確にし、時宜に応じた啓発・情報発信を⾏うことが望まれ
ます。    

推進体制の強化 

基本的事項 
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１ 県、市町村、関係団体等との連携・協働による男女共同参画社会づくりの推進 

� 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的・計画的に推進するために設
置する⻑野県男女共同参画推進本部の活性化を図り、男女共同参画社会づくりに向
けたあらゆる施策に男女共同参画の視点が取り⼊れられるよう、調整・監視・影響調
査等の機能を強化します。 

� 住⺠に身近な場面で施策を展開する市町村との連携を一層強化し、計画の浸透を図
るとともに、市町村に対し、男女共同参画に関する情報提供等の支援を⾏うことで、
それぞれの地域の実情や特性を踏まえた男女共同参画社会の形成に向けた主体的な
取組を促進します。 

� ⻑野県女性活躍推進会議や⻑野県男女共同参画推進県⺠会議の場を活用し、関係機
関、職域団体、市⺠団体等と情報共有・連携を緊密にし、県⺠と一体となった取組を
推進できるよう、計画の浸透を図ります。 

２ 男女共同参画センターの機能の充実・強化 

� 県⺠等のニーズを的確に把握しながら、市町村、関係団体等との連携の下、外部の専
門的知⾒を取り⼊れ、啓発・発信等の機能の充実・強化を図ります。 

 
  

施策の基本的方向 
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参考資料 
 

１ 用語解説 

 用 語 解 説 
アンコンシャス・バイア
ス（無意識の偏⾒） 

誰もが意図せず潜在的に持っている偏⾒のこと。 
環境、教育、属性などから影響を受け、既成概念、固定観念と
なっていきます。 

エシカル消費 持続可能な社会の実現のため、⼈、社会、環境、地域等に配慮
した思いやりのある消費⾏動のこと。 

家族経営協定 家族経営が中心の⽇本の農業が、魅力ある職業となり、男女を
問わず意欲をもって取り組めるようにするためには、経営内に
おいて家族一⼈一⼈の役割と責任が明確となり、それぞれの意
欲と能力が十分に発揮できる環境づくりが必要です。 
「家族経営協定」は、これを実現するために、農業経営を担っ
ている世帯員相互間のルールを文書にして取り決めたもので
す。 

固定的性別役割分担 男女を問わず個⼈の能力等によって役割の分担を決めること
が適当であるにもかかわらず、男性、女性という性別を理由と
して、役割を固定的に分けること。 
「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業
務」等は固定的な考え方により、男性・女性の役割を決めてい
る例です。 

ジェンダー 「社会的・文化的に形成された性別」のこと。 
⼈間には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）があ
る一方、社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられ
た「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を
「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）
といいます。 
「社会的・文化的に形成された性別」は、それ自体に良い、悪
いの価値を含むものではなく、国際的にも使われています。 

周産期 妊娠 22 週から出生後 7 ⽇未満のこと。 
周産期医療とは周産期に関する医療であり、周産期⺟子医療セ
ンターの整備等により、⺟体又は児におけるリスクの高い妊娠
に対する医療及び高度な新生児医療等の提供を推進していま
す。 
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 用 語 解 説 
職場いきいきアドバンス
カンパニー 

仕事と家庭の両立ができる職場環境の改善や雇用の安定を進
め従業員がいきいきと働き続けられるよう短時間正社員制度
など多様な働き方等の制度を導⼊し、実践的な取組を⾏ってい
る「一歩進んだ」企業（団体）のみが認証される⻑野県の制度。 

性 的 指 向 （ Sexual 
Orientation ）・ 性 ⾃ 認
（Gender Identity） 

「恋愛や性愛の対象として魅力を感じる相手の性別」と「自分
の性別に対する自己認識」のことで、性の構成要素です。 
頭文字をとってＳＯＧＩ（ソジ）と呼ばれており、これに性表
現（Gender Expression）を加え、ＳＯＧＩＥ（ソジー）と呼ぶ
場合もあります。 

セカンドレイプ 性犯罪、性暴力の被害者が、捜査・公判段階における担当官、
カウンセラー・医療関係者、メディア等から、責める言動を受
けたり、好奇の目で⾒られるなど、その後の経過で更なる心理
的・社会的ダメージを受けること。 

セクシュアルハラスメン
ト 

継続的な⼈間関係において、優位な力関係を背景に、相手の意
思に反して⾏われる性的な言動のこと。 
単に雇用関係にある者の間のみならず、施設における職員とそ
の利用者との間や団体における構成員間など、様々な生活の場
で起こり得るものです。 

積極的改善措置（ポジテ
ィブ・アクション） 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意志によって社会
のあらゆる分野における活動に参画する機会に係る男女間の
格差を改善するため必要な範囲において、男女のいずれか一方
に対し、当該機会を積極的に提供すること。 

ダイバーシティ 「多様性」のこと。 
性別や国籍、年齢などに関わりなく、多様な個性が力を発揮し、
共存できる社会のことをダイバーシティ社会といいます。 

ダブルケア 育児期にある者（世帯）が親の介護も同時に引き受けている状
態のこと。 

男性中心型労働慣行 勤続年数を重視しがちな年功的な処遇の下、⻑時間勤務や転勤
が当然とされている男性中心の働き方等を前提とする労働慣
⾏のこと。 

デートＤＶ 交際相手から⾏われる暴力⾏為のこと。 
身体的な暴力の他、大声でどなることや、ほかの⼈とのメール
をチェックすることなどの精神的な暴力も含まれます。 

テレワーク 情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働
き方のこと。 
テレワークは働く場所によって、自宅利用型テレワーク(在宅
勤務)、モバイルワーク、施設利用型テレワーク(サテライトオ
フィス勤務など)の 3 つに分けられます。 
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 用 語 解 説 
フレックスタイム 一定の期間についてあらかじめ定めた総労働時間の範囲内で、

労働者が⽇々の始業・終業時刻、労働時間を自ら決めることの
できる制度。 

無償ケア労働 賃金、報酬が支払われない労働、活動のことで、家事、育児、
介護・看護などを指します。 

ロールモデル 将来において目指したいと思う、模範となる存在であり、その
スキルや具体的な⾏動を学んだり模倣をしたりする対象とな
る⼈材のことです。また（スキルだけでなく）仕事とライフイ
ベントの両立や業務への取り組み姿勢など考え方やあり方に
ついてよい刺激を受けることができる存在でもあります。 

ワーケーション Work（仕事）と Vacation(休暇）の合成語でリゾート地などの
普段とは異なる場所で働きながら休暇取得を⾏うこと。 
⻑野県では、信州ならではの解放感あふれるリゾート地に滞在
し、休暇を楽しみながら働くスタイルとして「信州リゾートテ
レワーク」を推進しています。 

ＡＩ 
（Artificial Intelligence） 

⼈間の言語を理解したり、論理的な推論や経験による学習を⾏
ったりするコンピュータプログラム（⼈工知能）のこと。 

DV（ドメスティック・バ
イオレンス） 

⽇本では「配偶者や恋⼈など親密な関係にある、又はあった者
から振るわれる暴力」という意味で使用されることが多い。 
配偶者からの暴力を防⽌し、被害者の保護等を図ることを目的
として制定された「配偶者からの暴力の防⽌及び被害者の保護
等に関する法律」は、「DV 防⽌法」とも呼ばれます。 

ＤＸ（デジタルトランス
フォーメーション） 

「デジタル技術」と「データ」を活用して、既存の業務プロセ
ス等の改変を⾏い新たな価値を創出して新たな社会の仕組み
に変革すること。 

ＩｏＴ 
（Internet of Things） 

あらゆる物がインターネットを通じてつながることによって
実現する新たなサービス、ビジネスモデル、又はそれを可能と
する技術の総称。 

ＳＤＧｓ（持続可能な開
発目標） 

平成 27 年（2015 年）9 月の国連サミットで採択された「持続
可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2030
年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。 
17 のゴール・169 のターゲットから構成され，地球上の「誰一
⼈取り残さない（leave no one behind）」ことを誓っています。 

SNS（ソーシャル・ネッ
トワーキング・サービス） 

友⼈・知⼈等の社会的ネットワークをインターネット上で提供
することを目的とする、コミュニティ型のサービス。 

Society 5.0 国の第５期科学技術基本計画に掲げられている「狩猟社会」、
「農耕社会」、「工業社会」、「情報社会」に続く、「超スマート
社会」の実現に向けた一連の取組。 


